別　紙）
諮問番号：令和５年（処分）諮問第１号
答申番号：令和５年（処分）答申第２号
答　申　書
第１　審査会の結論
処分庁が行った、令和４年２月２１日付生活保護法第７７条の２による費用徴収決定処分（文書番号３生福第２５７９号）に対する審査請求（「令和４年（処分）第２号」）及び令和４年３月２２日付生活保護法第７７条の２による費用徴収決定処分（文書番号３生福第２８１６号）に対する審査請求（「令和４年（処分）第３号」）（審査請求（令和４年（処分）第２号）と審査請求（令和４年（処分）第３号）を併せて、以下「本件各審査請求」という。）については、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４５条第２項の規定により、理由がないから棄却されるべきである。
第２　審査関係人の主張の要旨
　１　法第７７条の２に基づく本件各費用徴収決定処分は適法に行われたか。（争点）
　　〔審査請求人の主張〕
生活保護手帳２０２１において、生活保護法施行規則第２２条の３における生活保護法（以下「法」という。）第７７条の２第１項の徴収することが適当でないときの実施機関の責めに帰すべき事由とは、具体的には、保護の実施機関が実施要領等に定められた調査を適切に行わなかったことにより保護の程度の決定を誤った場合等と記載され、その場合とは、法第６３条における自立更正費の告知義務を怠った場合、世帯分離して差し支えない場合に世帯分離を怠った場合が考えられる。
処分庁は、法第６３条の返還における自立更正費について、一切説明をしておらず、生活実態を十分に把握していない。
また、母を審査請求人と同一世帯として認定することが母の自立助長を著しく阻害すると認められる場合であるのに世帯分離を認めなかったことは、法第１０条ただし書に違反している。
上記から法第６３条に基づく各費用返還決定処分は、法第６３条及び法第１０条ただし書に違反し、違法なものであり取り消されるべきものであるから、本件審査請求に係る各費用徴収決定処分も違法なものであり処分を取り消すべきである。
〔処分庁の主張〕
審査請求人は法第６３条の費用返還額を法第７７条の２第１項の徴収金として徴収できない具体例として「保護の実施機関が実施要領に定められた調査を適切に行われなかったことにより保護の程度の決定を誤った場合」等が該当するとされている。
法第６３条の返還における自立更正費については、令和３年１０月１４日付の保有容認通知に「給付を受けた金額から自立更正費のために充てられる金額を除いた額」と記載し、同通知を交付する際に具体的に口頭でも説明を行っている。
世帯分離については、審査請求人の母が保護開始時から入所していた施設は介護老人保健施設であり、同一世帯に属していると判断されるものに該当する。ただし、同一世帯に属していると判断されるものでも「その者を出身世帯員と同一世帯として認定することが出身世帯員の自立助長を著しく阻害すると認められるとき」に該当する場合は、世帯の状況及び地域の生活実態を十分考慮したうえで世帯分離を実施して差しつかえないこととされているが、審査請求人の世帯状況を鑑みると、母を同一世帯として認定することが審査請求人の自立助長を著しく阻害するとは認められない。
上記から調査及び決定は適正に行われており、処分について不適正な点はない。
第３　審理員意見書の要旨
　１　審理員意見書の結論
　　　争点については、処分庁に違法性又は不当性はないと判断するから、行政不服審査法第４５条第２項の規定により、理由がないから棄却すべきである。　　　

　２　審理員意見書の理由
　　　審理員意見書の「意見」中の「第１⑵審理員の意見」に記載のとおり。
第４　調査審議の経過
令和５年９月２７日付けで審査庁である佐世保市長から行政不服審査法第４３条第１項の規定に基づく諮問を受け、同日及び令和５年１１月８日の審査会において、調査審議を行った。
第５　審査会の判断の理由
１　当審査会も、審理員意見書の判断のとおり、本件各審査請求については、行政不服審査法第４５条第２項の規定により理由がないから棄却すべきであると判断する。その理由は、以下のとおりである。
２　争点に対する判断
　⑴　法第６３条の各費用返還決定処分の違法に関する主張について
ア　審査請求人は、自立更正費の告知義務を怠ったこと及び世帯分離して差し支えない場合に世帯分離を怠ったこととして、法第６３条の各費用返還決定処分の違法を主張し、これに基づいて本件各費用徴収決定処分も取り消されるべきと主張する。
しかし、法第７７条の２の費用徴収決定処分は、法第６３条の費用返還決定処分と関連がありつつも別個の処分であるため、法第７７条の２の費用徴収決定処分の違法性、不当性に係る申立てである審査請求においては、法第６３条の費用返還決定処分の違法性については、原則として判断の対象とならず、法第６３条の各費用返還決定処分が不存在又は明白で重大な瑕疵があるために無効であると認められる場合に限り、これに基づいて法第７７条の２の各費用徴収決定処分が取り消されるべきものである。
したがって、審査請求人の各費用返還決定処分の違法性に関する主張に対する判断は、各費用返還決定処分が不存在又は明白で重大な瑕疵があるために無効であるかの判断に尽きるものであり、当審査会はこの点について判断を行う。
イ　本件においては、①保護開始に係る面接及び保護申請書等の調査（以下「保護開始時調査」という。）において保有容認されていた生命保険（以下「本件保険」という。）について、その後の処分庁が行った金融機関等への調査により、本件保険の額が当初容認していた額を超えることが発覚したことに加え、保護開始時調査において把握されていなかった定期貯金（以下「本件貯金」という。）の存在も発覚したこと、②本件保険の解約返戻金と本件貯金の解約金が、実際に審査請求人の母名義の口座へそれぞれに振り込まれたという事実が認められること及び③処分庁は、これらの振込みを通帳の写しにより確認し、令和４年２月２１日付及び同年３月２２日付通知書にて、審査請求人に対して各費用返還決定処分を通知しており、適切な調査に基づいて手続を行っていることに鑑みると、処分庁が法第６３条に基づき、「資力があるにもかかわらず、保護を受けた」ものであるとして行った各費用返還決定処分は、処分庁の一定の事実の調査に基づいて、一定の手続の下に行われたものであり、行政行為として不存在であるという事情も、明白で重大な瑕疵があるために無効であるという事情も認められない。
実際に、審査請求人による各費用返還決定処分に対する長崎県知事への審査請求において、棄却裁決が既になされていることも、各費用返還決定処分が不存在又は明白で重大な瑕疵があるために無効であるとは認められないことの根拠となるべきものである。

ウ　よって、当審査会としては、各費用返還決定処分が不存在とはいえず、かつ、明白で重大な瑕疵があるために無効ともいえないことから、法第６３条の各費用返還決定処分の違法性が承継され、法第７７条の２の本件各費用徴収決定処分も違法であるとの審査請求人の主張は理由がないと判断する。
　　⑵　徴収することが適切でないとして、実施機関の責めに帰すべき事由であるかについて
ア　法第７７条の２第１項は、「徴収することが適当でないときとして厚生労働省令で定める場合」については、徴収することを除外しており、これを受けた法施行規則第２２条の３は、徴収することが適当でない場合とは、「実施機関の責めに帰すべき事由」によって、保護金品を交付すべきでないにも関わらず、保護金品の交付が行われたために、被保護者が資力を有することとなったときと定める。ここで、「実施機関の責めに帰すべき事由」とは、具体的には、実施機関が実施要領等に定められた調査を適切に行わなかった場合が挙げられる。
当審査会は、本件各費用徴収決定処分の適法性を判断するにあたり、本件における事情から、「実施機関の責めに帰すべき事由」に該当する事情が認められるか否かについて判断を行う。

イ　本件においては、①処分庁は、保護開始時調査により本件保険の保有は把握していたものの、審査請求人から提出された本件保険内容に関する書類から、解約返戻金の額を直接確認することはできず、また配当金の表示を解約返戻金であると解釈し、正確な額を把握することも困難であったこと、②審査請求人が保護開始にあたって処分庁に提出した保護申請書においても本件保険の解約返戻金の額に関する申告は確認できず、処分庁の審査請求人との接触記録においても、審査請求人は母が死亡しない限り解約できない保険であると認識しており、審査請求人自身が、解約返戻金の額を正確に認識していなかったこと、及び③本件貯金の保有については、面接調査及び保護申請書においても申し出が無く、処分庁と審査請求人との接触記録においても、審査請求人自身がその存在を認識していないことに鑑みると、処分庁は保護開始時調査として一定の適切な調査を行っている一方で、審査請求人自身も本件保険の解約返戻金の額及び本件貯金の存在を認識していなかったのであるから、処分庁が保護開始時点で本件保険の解約返戻金の額を正確に把握すること及び本件貯金の存在を把握することは困難であったものであり、処分庁において、保護開始時調査を適切に行わなかったという事情は認められない。
ウ　よって、当審査会としては、本件において「実施機関の責めに帰すべき事由」に該当する事情は認められないため、法第７７条の２第１項が定める「徴収することが適当でないとき」に該当しない以上、本件各費用徴収決定処分が違法であるとの審査請求人の主張は理由がないと判断する。
３　以上によれば、審理員意見書の結論と異なることなく、本件各審査請求については、行政不服審査法第４５条第２項の規定により理由がないから棄却すべきであるとし、「第１　審査会の結論」のとおり答申する。
令和５年１２月６日
佐世保市行政不服審査会　　　　　

会　長　　坂　根　純　輝
　
委　員　　樋　口　聡　子
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 委　員　　古　市　　　寛
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